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企業会計基準公開草案第 94号「法人税等に関する会計基準（案）」等に対するコメント 

１．コメントの対象となる公表物の名称及び公表時期 

 企業会計基準公開草案第94号（企業会計基準第27号の改正案）「法人税等に関する会計基準（案）」（2026年1月9日公表）（以下「法人税等会計基準

案」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第94号（企業会計基準適用指針第28号の改正案）「税効果会計に係る会計基準の適用指針（案）」（2026年1月9日公

表）（以下「税効果適用指針案」という。） 

 実務対応報告公開草案第73号（実務対応報告第42号の改正案）「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い（案）」（2026

年1月9日公表）（以下「実務対応報告第42号案」という。） 

 移管指針公開草案第19号（移管指針第6号の改正案）「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針（案）」（2026年

1月9日公表）（以下「キャッシュ・フロー実務指針案」という。） 

 企業会計基準公開草案第95号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正（そのX）（案）」（2026年1月9日公表） 

 企業会計基準公開草案第96号「『連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準』の一部改正（そのX）（案）」（2026年1月9日公表） 

 補足文書（案）「我が国における課税対象利益を基礎とする税金及び税効果会計における税率に関する取扱いについて（案）」（2026年1月9日公表）

（以下「補足文書（案）」という。） 

 

以下、これらを合わせて「本公開草案」という。 

 

２．コメント募集期間 

 2026年1月9日～2026年3月9日 

 

３．公開草案を踏まえた公表物の名称及び公表時期 

 改正企業会計基準第27号「法人税等に関する会計基準」（2026年7月7日公表）（以下「法人税等会計基準」という。） 
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 改正企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（2026年7月7日公表）（以下「税効果適用指針」という。） 

 改正実務対応報告第42号「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（2026年7月7日公表）（以下「実務対応報告第

42号」という。） 

 改正移管指針第6号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」（2026年7月7日公表） 

 企業会計基準第43号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正（その3）」（2026年7月7日公表） 

 企業会計基準第44号「『連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準』の一部改正（その4）」（2026年7月7日公表） 

 補足文書「我が国における課税対象利益を基礎とする税金及び税効果会計における税率に関する取扱いについて」（2026年7月7日公表） 

 

４．コメント提出者一覧 

[団体等] 

 団 体 名 

CL1 有限責任監査法人トーマツ 

CL2 有限責任 あずさ監査法人 

CL3 一般社団法人 日本貿易会 

CL4 日本公認会計士協会 

CL5 EY新日本有限責任監査法人 

CL6 PwC Japan有限責任監査法人 

 
[個人（敬称略）] 

 氏名・所属等（記載のあるもののみ） 

CL7 田淵 隆明 公認システム監査人、特定行政書士 IFRS・連結会計・公

共政策コンサルタント 
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CL8 村上 勇太 村上勇太公認会計士事務所 

CL9 國見 琢 公認会計士 
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５．主なコメントの概要とその対応 

以下は、主なコメントの概要と企業会計基準委員会（以下「当委員会」という。）のそれらに対するコメントです。 

「コメントの概要」には、本公開草案に関連するコメントのうち、主なものを記載していますが、以下に記載されていないコメントについて

も、当委員会で分析を行っています。 

 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

（質問 1）目的及び範囲に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

1）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

基本的に同意する。しかし、今回の改正は、新しく税目ができた際に会計基準を追従し

て変更しないことを意味している。しかし、それは誤解や牽強付会な解釈を生み出す元凶

にもなり得る。従って、どの税目がどこに属するのか、ASBJ としても Q&A を絶えず更新

するなどの対応は必要である。 

例えば、下記のような表を作成し、ASBJ のサイトで参考資料として提示するべきであ

る。 

本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

今後、税制改正によって個別の税金が創

設された際は、都度当委員会での検討を経

て、新たな会計基準等の開発若しくは既存

の会計基準等の改正又は補足文書の公表に

より、当該税金の取扱いを示していく予定

である。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 

・2-2「課税対象利益を基礎とする税金に該当しない税金」の用語の定義を新設したこと

は積極的に評価できる。 

（法人税等会計基準案第 27-4項及び第 27-7項における「利益」に関するコメント） 

2）法人税等会

計基準案第 27-

目的については同意する。また、範囲については、以下の点を除き同意する。 

「受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等は、利益に対して課されるもの

法人税等会計基準第 27-4 項及び第 27-7

項における「利益」は、受取利息及び受取
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

4 項及び第 27-

7 項における

「利益」が会計

上の利益を指

すことを明確

化すべきであ

る。 

ではないため課税対象利益を基礎とする税金に該当しない」（法人税等会計基準案第 27-

4 項）とされているが、「利益」とは会計上の利益を指すことを明確に記載すべきと考え

る（親会社又は国内子会社が外国の法令に従い納付する税金について記載された法人税

等会計基準案第 27-7項も同じ）。 

 

「課税対象利益を基礎とする税金」とは、「課税対象利益を基礎として、課税当局の定

めに従って算定された税金及びその付加税をいう」とされている（法人税等会計基準案第

4項（2））。したがって、「課税対象利益を基礎とする税金」に該当するかどうかは、「課税

対象利益」に対して課されるものかどうかにより判断することになると考えられる。この

点、「課税対象利益」は、「課税当局の定めに従って算定された特定の事業年度の利益であ

り、当該利益を対象として税金が課されるもの」（法人税等会計基準案第 4 項（1））と定

義されている。また、法人税等会計基準案第 40-22項では、外国子会社配当益金不算入制

度の適用を受ける外国子会社から受ける配当に係る外国源泉所得税の額に関して、「連結

財務諸表の観点からは、当該外国源泉所得税の額は、連結財務諸表に計上された利益に由

来するものと考えられるため、課税対象利益を基礎とする税金に該当する」とされてい

る。 

上記を踏まえると同項の「利益」は、「課税対象利益」ではなく、「会計上の利益（連結

財務諸表若しくは個別財務諸表に計上された利益）」を指すものと考えられるため、その

旨を明確に記載すべきと考える。 

配当金等又は収入金額その他これに準ずる

ものの対比として用いており、ここでいう

「利益」が会計上の利益を指すものかどう

かを明確に記載する必要性は高くないと考

えられる。このため、特段の対応は行わな

いこととした。 

（適用範囲に関するその他のコメント） 

3）個別の税金

の名称を明示

住民税（均等割）、事業税（付加価値割）、事業税（資本割）並びに受取利息及び受取配

当金等に課される源泉所得税等に関する会計処理及び開示について、適用範囲に含めるこ

公開草案「2024年年次改善プロジェクト

による企業会計基準等の改正（案）」の公表
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

するのは目的

に反すると考

える。 

と自体に特段反対はしないが、個別の税金の名称を明示するのは目的に反するのではない

か。 

時に行ったコメント募集において、企業会

計基準第 27号「法人税、住民税及び事業税

等に関する会計基準」（以下「改正前法人税

等会計基準」という。）から適用範囲を変更

しないことを求める意見があったことを踏

まえ、今般の改正では、住民税（均等割）、

事業税（付加価値割）、事業税（資本割）並

びに受取利息及び受取配当金等に課される

源泉所得税等については、個別の税金を特

定した上で適用範囲に含めることとした

（法人税等会計基準第 27-3 項及び第 27-4

項）。 

4）未払事業所

税は課税対象

利益を基礎と

する税金に該

当しない税金

として明示す

るべきである。 

・「法人事業所税」は「課税対象利益を基礎とする税金に該当しない税金」として明示す

るべきである。 

事業所税は、日本公認会計士協会 監査・

保証実務委員会実務指針第 63号「諸税金に

関する会計処理及び表示に係る監査上の取

扱い」において取り扱われていたが、一般

的に金額的な重要性が高いとは言えず、営

業費用等で会計処理を行っている実務が浸

透しており、会計上の取扱いを明らかにす

る必要性が高くはないことから、改正前法

人税等会計基準の開発時にその適用範囲に

含めないこととされた。今般改正を行う法
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

人税等会計基準においても、改正前法人税

等会計基準と同様に、事業所税は適用範囲

に含めないこととした。 

（質問 2）用語の定義に関する質問 

（課税対象利益を基礎とする税金の定義に関するコメント） 

5）課税対象利

益を基礎とす

る税金と判断

する単位につ

いての明確化

が必要である。 

基本的には、同意する。ただし、以下についてご検討いただきたい。 

 

【意 見】 

外国子会社合算税制やオープンイノベーション促進税制のように、法人税法において

「所得の金額（又は欠損金額）」に含めて課税されるものについて、課税対象利益を基礎

とする税金に該当すると整理されるなら、その考え方及びその旨を結論の背景又は補足文

書等で明らかにすることが考えられる。この整理にあたって、課税対象利益を基礎とする

税金と整理するかどうかをどのような単位で判断するのかについて、明確にすることが必

要と考えられる。 

 

（理 由） 

事業税については、事業税（所得割）は課税対象利益を基礎とする税金に該当する一方

で、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）は課税対象利益を基礎とする税金に該当

しないものとされているように、課税標準が異なる場合、その内容に応じて、課税対象利

益を基礎とする税金かどうかを判断することになると考えられる。 

また、法人税については、例えば、グローバル・ミニマム課税について、利益に関連す

る金額を課税標準とする税金か否かという観点で、「現行の枠組みにおいて税効果会計を

ある税金が課税対象利益を基礎とする税

金に該当するかどうかは、税金が課される

対象ごとに判断することとなると考えら

れ、我が国では、基本的には課税標準ごと

に判断することとなると考えられる。左記

コメントを受け、課税対象利益を基礎とす

る税金に該当するかどうかを判断する単位

に関して、結論の背景に記載を追加するこ

ととした（追加は下線、削除は取消線で示

している。）。 

28-4. その上で、課税対象利益を基礎と

する税金については、国際的な会計基

準における定義を参考に、「課税対象利

益を基礎として、課税当局の定めに従

って算定された税金及びその付加税」

とした。これにより、課税対象利益に

対して課される所得の金額を課税標準
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

適用すべきか否かが、税効果会計基準及び税効果適用指針等において明らかではないと考

えられる」とされている（実務対応報告第 44 号「グローバル・ミニマム課税制度に係る

税効果会計の適用に関する取扱い」第 10項）。 

このため、外国子会社合算税制やオープンイノベーション促進税制のように、法人税法

において「所得の金額（又は欠損金額）」に含めて課税されるものが、課税対象利益を基

礎とする税金と整理されるなら、その考え方及びその旨を結論の背景又は補足文書等で明

らかにしなければ、個別に課税対象利益を基礎とする税金かどうかを各企業で判断する必

要があるように解釈され、容易ではない検討を実施する可能性も考えられる。 

したがって、個別に課税対象利益を基礎とする税金かどうかの判断が容易ではないと考

えられる税金、例えば、外国子会社合算税制やオープンイノベーション促進税制について

は、その判断過程を明らかにするとともに、可能であれば、今後、法人税、住民税及び事

業税において、どのような税制が創設された場合に、課税対象利益を基礎とする税金かど

うかを個別に検討する必要が生じるのかを示していただくことが望まれる。 

 

●外国子会社合算税制 

外国子会社合算税制は、外国子会社を利用した租税回避を防止するために、一定の条件

に該当する外国子会社等の所得を日本の親会社の所得とみなして合算し、日本で課税する

制度であり、外国子会社等の所得をもとに税金が課されることを踏まえると、課税対象利

益を基礎とする税金かどうかの判断において、連結財務諸表における取扱いと個別財務諸

表における取扱いを変える必要があるかどうかなど、迷う側面があると考えられる。しか

しながら、法人税法において各年度の「所得の金額（又は欠損金額）」に合算されるとい

う側面からは、法人税とは別に課税対象利益を基礎とする税金かどうかを判断する必要は

とする税金のみならず当該税金に対す

る付加税についても包含するものと

し、特定の税金の名称や用語に囚われ

ないより汎用性の高いものとした。あ

る税金が課税対象利益を基礎とする税

金に該当するかどうかは、税金が課さ

れる対象ごとに判断することとなると

考えられ、課税対象利益を基礎とする

税金には、例えば、所得の金額を課税

標準とする法人税及び事業税（所得割）

のほか、法人税の付加税である住民税

（法人税割）が含まれ、所得の特定の

部分を課税標準として課される税金及

びその付加税が含まれると考えられ

る。 

28-5. これに対して、事業税（付加価値

割）については、その課税標準である

付加価値額のうちの単年度損益の部分

に対する税額を取り出して課税対象利

益を基礎とする税金と捉える考え見方

がある。ものの、20XX年改正前の本会

計基準と同様に、これに対して、付加
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ないと考えられるため、この理解でよいか、確認させていただきたい。 

 

●オープンイノベーション促進税制 

オープンイノベーション促進税制は、国内の事業会社等が、スタートアップ企業の発行

株式を一定額以上取得する場合、その株式の取得価額の 25％を所得控除する制度であり、

株式の取得価額をもとに税金が控除されることを踏まえると、課税対象利益を基礎とする

税金かどうかの判断に迷う側面があると考えられる。しかしながら、法人税法において各

年度の「所得の金額（又は欠損金額）」から控除されるという側面からは、法人税とは別

に課税対象利益を基礎とする税金かどうかを判断する必要はないと考えられるため、この

理解でよいか、確認させていただきたい。 

価値割の課税標準額自体は企業の活動

価値を表すもので課税所得とは異なる

考え方に基づき算定され、また、付加

価値割の課税標準額は一体として意味

を持つものであり、課税標準を分解し

て取扱いを違えることは不合理である

という考えがある。この点、2026年改

正前の本会計基準では、実務対応報告

第 12号の考えを踏襲したため、後者の

考えを採用していた。2026年改正会計

基準では、2026年改正前の本会計基準

の考えを引き継ぎ、事業税（付加価値

割）については、課税対象利益を基礎

とする税金に含まれないこととした。 

ここで、当事業年度の課税対象利益を基

礎とする税金については、法人税等会計基

準第 5 項(1)及び(2)を除き、納付済みの額

に納付予定の額を加算した額（又は還付が

見込まれる額を減算した額。これには税務

上の欠損金の繰戻しにより還付を請求する

額及び税額控除の際に法人税額等から控除

しきれないことにより還付される額を含
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

む。）について法令を適用して算定し、損益

に計上することとしている（法人税等会計

基準第 5項）。この定めに従えば、左記コメ

ントで採り上げられた外国子会社合算税制

やオープンイノベーション促進税制につい

ては、納付予定の額又は還付が見込まれる

額の算定に織り込まれることとなると考え

られる。このため、これらの税制について

個別に課税対象利益を基礎とする税金に該

当するかどうかを判断することはないと考

えられ、結論の背景又は補足文書において

明記する必要はないと考えられる。 

 【意見】 

提案の方向性には同意する。ただし、法人税等会計基準案の対象となる「課税対象利益

を基礎とする税金」の計算単位の考え方を明らかにすべきである。 

 

【理由】 

法人税等会計基準案では、第 4項(1)および(2)において「課税対象利益を基礎とする税

金」を定義し、また、第 9 項においては、「損益に計上する課税対象利益を基礎とする税

金の額は、損益計算書の税引前当期純利益（又は損失）の次に、「法人税等」などの適切

な科目をもって表示する。」としている。これにより、現行の法人税等会計基準に比べて、

税引前当期純利益と対応させるべき税金費用をより明瞭に表示することを意図している

課税対象利益を基礎とする税金に該当す

るかどうかを判断する単位に関して同上。 

当事業年度の課税対象利益を基礎とする

税金については、法人税等会計基準第 5 項

(1)及び(2)を除き、納付済みの額に納付予

定の額を加算した額（又は還付が見込まれ

る額を減算した額。これには税務上の欠損

金の繰戻しにより還付を請求する額及び税

額控除の際に法人税額等から控除しきれな

いことにより還付される額を含む。）につい
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ものと考える。 

このような原則的な考え方に基づき、法人税等会計基準案では「課税対象利益を基礎と

する税金」に該当しないものを採り上げてその取扱いを明示している。このうち、住民税

（均等割）、事業税（付加価値割）および事業税（資本割）（以下「住民税（均等割）等」

という。）については、「課税対象利益を基礎とする税金」に該当する部分と一体で申告お

よび納税の実務が行われるものの、課税標準が異なる単位で納税額を細分化し、「課税対

象利益を基礎とする税金」に該当するかどうかにより、損益計算書上「法人税等」などの

科目に含めないことを明らかにしている（法人税等会計基準案第 8-3項、第 18-2項）。 

一方で、「課税対象利益を基礎とする税金」に該当しないものと同様の性格を有すると

考えられる項目として、土地の譲渡益に係る追加課税（租税特別措置法第 62 条の 3、第

63条（停止中））、同族会社の留保金に係る追加課税（法人税法第 67条）等が挙げられる。

これらは、それぞれ土地の譲渡取引にかかる譲渡利益金額および課税所得から配当等の社

外流出額および留保控除額を控除した額を課税標準とすることから、仮に住民税（均等

割）等と同様に課税標準が異なる単位で「課税対象利益を基礎とする税金」であるかどう

かを判定する場合には、「課税対象利益を基礎とする税金」には該当しないと考えられる。 

しかしながら、これらは、住民税（均等割）等と異なり、税金計算の構造上「課税対象

利益を基礎とする税金」部分と不可分な一連の計算過程を経てその税額の計算がなされる

ことから、これらを細分化せず、「課税対象利益を基礎とする税金」の一部を構成すると

も考えられる。このことは、どの単位で「課税対象利益を基礎とする税金」に該当するか

否かの判定を行うかについての考え方に依存するが、法人税等会計基準案では、どの単位

で「課税対象利益を基礎とする税金」に該当するか否かを判定するのかが明確ではない。

本プロジェクトが会計基準を一般化して将来起こりうる税制改正等に機動的に対応する

て法令を適用して算定し、損益に計上する

こととしている（法人税等会計基準第 5

項）。この定めに従えば、左記コメントの土

地の譲渡等に係る譲渡利益金額に対する税

額及び特定同族会社の留保金額に対する税

額は、納付予定の額又は還付が見込まれる

額の算定に織り込まれることとなると考え

られる。したがって、上述の税額について

個別に課税対象利益を基礎とする税金かど

うかを判断することは行わないものと考え

られる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ことを意図したものである以上、この不明確さは解消されるべきものと考える。 

したがって、税目ごとの税額をどのような単位で分割して判定すべきか、その考え方を

提示することが適切である。例えば、「『主として課税対象利益を基礎として算出された金

額を基に加減算された一連の計算単位ごと』に損益計算書上の取扱いを定める」旨を明示

するなど、具体的な計算単位の考え方を明らかにすることが望ましいと考える。 

6）外国子会社

合算税制によ

る税金が課税

対象利益を基

礎とする税金

に含まれるか

明確化すべき

である。 

以下の点を除き、同意する。 

外国子会社合算税制による税金は、「当事業年度の課税対象利益を基礎とする税金」に

含まれるのか、明確にすべきと考える。 

 

外国子会社合算税制とは、日本親会社等による外国子会社等を利用した、租税回避行為

へ対処するために、一定の条件に該当する外国子会社等の所得を日本の親会社の所得とみ

なして合算し、日本で課税する制度である（租税特別措置法第 66条の 6第 1項等）。現状

の外国子会社合算税制に係る実務では、個別財務諸表では税務申告書上、親会社の申告書

において外国子会社の所得が合算課税される事業年度に当期税金として費用計上し、連結

財務諸表では外国子会社の利益が連結損益計算書に含まれた期に繰延税金負債を計上す

ることが多いと思われるが、法人税等会計基準の改正に伴い、この取扱いが変更になる可

能性があるかどうか、「課税対象利益」の定義からは不明確であるため、明確にすべきと

考える。具体的には、「課税対象利益」は、「課税当局の定めに従って算定された特定の事

業年度の利益であり、当該利益を対象として税金が課されるもの」（法人税等会計基準案

第 4項（1））と定義されているが、税金の発生原因となった利益が会計上計上された年度

ではなく、税金が課された年度に計上するものであることを明確にすべきと考える。特

に、2025 年 3 月期以降、3 月決算の日本親会社、12 月決算の海外子会社に外国子会社合

当事業年度の課税対象利益を基礎とする

税金については、法人税等会計基準第 5 項

(1)及び(2)を除き、納付済みの額に納付予

定の額を加算した額（又は還付が見込まれ

る額を減算した額。これには税務上の欠損

金の繰戻しにより還付を請求する額及び税

額控除の際に法人税額等から控除しきれな

いことにより還付される額を含む。）につい

て法令を適用して算定し、損益に計上する

こととなる（法人税等会計基準第 5項）。こ

のため、親会社の個別財務諸表では、当該

親会社の納税申告書において外国子会社等

の所得が合算され、課税される事業年度に

当期税金として費用計上することとなると

考えられる。 

現行の会計基準等では、外国子会社合算

税制に関する個別の定めは置かれていない
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

算課税が適用される場合、外国子会社の利益が親会社の連結財務諸表で計上される期と親

会社の申告書で合算課税される期が異なることとなったため、明確化により実務上の混乱

の軽減を図ることが望ましい。 

と考えられるところ、上記の当期税金の扱

いに加えて税効果会計の取扱いを明らかに

することは本プロジェクトの範囲を超える

こととなると考えられるため、本プロジェ

クトでは、特段の対応は行わないこととし

た。ただし、市場関係者により公益財団法

人財務会計基準機構に設置されている企業

会計基準諮問会議に外国子会社合算税制の

会計上の取扱いの明確化が当委員会の審議

テーマとして提案され、企業会計基準諮問

会議から提言がなされた場合には、当該提

言を尊重して対応を検討することとする。 

 以下にコメントする点を除き、同意する。 

 

2.外国子会社合算税制に関する取扱い 

（コメント） 

外国子会社合算税制に関する取扱いについて、法人税等会計基準案において改正を行う

項目の対象外であることは理解しているものの、親会社の課税所得に合算される外国関係

会社の所得が、親会社の個別財務諸表上「課税対象利益を基礎とする税金」に該当すると

いう理解でよいか確認させていただきたい。 

 

（理由） 

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

外国子会社合算税制により、一定の要件を満たす外国関係会社の所得については、外国

関係会社の事業年度終了の日の翌日から 2 か月を経過する日（令和 7 年度税制改正の適

用後は、4か月を経過する日）の親会社（内国法人）の各事業年度の益金として算入する

こととされている（租税特別措置法第 66条の 6）。 

ここで、改正前法人税等会計基準第 5 項では、「当事業年度の所得等に対する法人税、

住民税及び事業税等（注）については、次を除き、法令に従い算定した額（税務上の欠損

金の繰戻しにより還付を請求する法人税額及び地方法人税額を含む。）を損益に計上する」

とされていたことから、親会社の個別財務諸表上、親会社の課税所得に合算された期にお

いて、「法人税、住民税及び事業税等」として計上していたものと考えられる。 

この点、法人税等会計基準案第 4 項（1）では、「『課税対象利益』とは、課税当局の定

めに従って算定された特定の事業年度の利益であり、当該利益を対象として税金が課され

るものをいう」とされており、また、同第 5項では、当事業年度の課税対象利益を基礎と

する税金については、一定の場合を除き、納付済みの額に納付予定の額を加算した額を法

令を適用して算定し損益に計上するとされている。しかしながら、外国子会社合算税制に

より、合算される外国関係会社の所得については、親会社の個別財務諸表上の税引前当期

純利益に直接対応するものではないことから、実務上、法人税等会計基準案における「課

税対象利益を基礎とする税金」に該当するかどうかの判断に迷うことが考えられる。 

一方、補足文書（案）第 7項及び（表 1）において、法人税法で規定されている税金は、

課税対象利益を基礎とする税金に該当することが示されていることを踏まえると、親会社

の課税所得に合算される外国関係会社の所得に対応する税金は「課税対象利益を基礎とす

る税金」に該当すると理解している。 

このため、外国子会社合算税制に関する取扱いについて、法人税等会計基準案において
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改正を行う項目の対象外であることは理解しているものの、実務上の判断を明確にするた

めにも、上記の理解でよいか確認させていただきたい。 

（連結財務諸表における取扱いに関するコメント） 

7）連結財務諸

表における観

点の原則的な

取扱いを明確

化すべきであ

る。 

1.連結財務諸表における取扱い 

（コメント） 

連結財務諸表における各税金の取扱いについて、連結財務諸表に計上された利益に由来

するものかどうかにより「課税対象利益を基礎とする税金」に該当するかどうかを判断す

ることになるという、連結財務諸表における観点の原則的な取扱いを明確にしていただき

たい。 

 

（理由） 

法人税等会計基準案第 4 項（1）では、「『課税対象利益』とは、課税当局の定めに従っ

て算定された特定の事業年度の利益であり、当該利益を対象として税金が課されるものを

いう」とされている。また、法人税等会計基準案では、特に明示しない限り、個別財務諸

表における会計処理及び開示を想定して定められており、連結財務諸表における会計処理

及び開示は、個別財務諸表における会計処理及び開示に準じて行うとされているため（法

人税等会計基準案第 2-3項）、連結財務諸表においても、法人税等会計基準案第 4 項の定

義に基づき課税対象利益を基礎とする税金に該当するか否かを判断することになると考

えられる。 

一方、例えば、外国子会社配当益金不算入制度の適用を受ける外国子会社から受ける配

当に係る外国源泉所得税の額が課税対象利益を基礎とする税金に該当するといえるかど

うかについて、連結財務諸表の観点からは、当該外国源泉所得税の額は、連結財務諸表に

外国子会社配当益金不算入制度の適用を

受ける外国子会社から受ける配当に係る外

国源泉所得税の額については、改正前法人

税等会計基準に定めがあったことを受けて

個別に検討を行ったものである。検討の結

果、連結財務諸表の観点からは、当該外国

源泉所得税の額は、連結財務諸表に計上さ

れた利益に由来するものと考えられる（法

人税等会計基準第 40-22 項）とし、他方、

個別財務諸表の観点からは、連結財務諸表

と個別財務諸表とで表示区分が異なること

が必ずしも財務諸表の利用者に理解しやす

い情報を提供しないと考えられ、また、財

務諸表の作成者にとっても、連結決算手続

で組替えを行う実務上の負担が生じると考

えられることから、改正前法人税等会計基

準における取扱いを踏襲することとして、

個別財務諸表における表示について、連結

財務諸表における表示と合わせることが考
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計上された利益に由来するものと考えられるため、課税対象利益を基礎とする税金に該当

すると考えられるとされている（法人税等会計基準案第 40-22項）。 

この点、上記の課税対象利益の定義では、連結財務諸表の観点から、連結財務諸表に計

上された利益に由来するものかどうかで判断するか否か明確でないと考えられ、将来的

に、連結財務諸表上の観点から、課税対象利益を基礎とする税金に該当するか否かを検討

する必要が生じる可能性があるため、連結財務諸表における観点の原則的な取扱いを明確

にすることが、法人税等会計基準案の趣旨に沿うものと考えられる。 

えられる（法人税等会計基準第 40-23 項）

とした。 

今後、連結財務諸表の観点から課税対象

利益を基礎とする税金に該当するか否かを

検討する必要が生じた場合には、状況に応

じて個別に検討を行うこととなると考えら

れる。 

（用語の定義に関するその他のコメント） 

8）事業税及び

住民税の定義

について留意

されたい。 

全面的に同意する。 

ただし、以下の点に留意されたい。 

・法人税等会計基準案第 4項について、一部の業種では「事業税(所得割)」は「事業税(収

入割)」であるので、会計基準上は「事業税(所得割/収入割)」とすることが望ましい。 

・「住民税」には「利子割」が存在する。奇妙な解釈を惹起しないよう、「利子割」は、こ

の会計基準の対象外であることを明記するべきである。 

・「国際的な会計基準」の中に、財務諸表等規則及び連結財務諸表規則の「指定国際会計

基準」だけでなく、「修正国際基準」(JMIS)も含まれることを明示するべきである。 

本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

留意点として記載された点については、

次に記載の理由から特段の対応は行わない

こととした。 

 事業税（収入割）については、特定

の業種に属する企業に課せられるも

のであり、改正前法人税等会計基準

の適用範囲に含まれていなかったた

め、今般改正を行う法人税等会計基

準においても適用範囲に含めない。 

 住民税のうち利子割については、平

成 25 年度税制改正により、2016 年

（平成 28年）1月 1日以後に法人が
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支払を受けるべき利子等に係る利子

割が廃止されている。 

 日本基準の開発において、国際的な

会計基準とは、IFRS会計基準及び米

国会計基準を念頭に置いている。 

（質問 3）会計処理に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

9）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

10）「売上原価」

に計上するこ

とを除き、同意

する。 

基本的には同意するが、税金について「売上原価」に計上することは排除するべきであ

る。 

表示に関するコメントへの対応について

は 19)で記載している。 

（質問 4）課税対象利益を基礎とする税金の表示に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

11）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

消極的に同意する。IFRS 会計基準の「税金費用」等と平仄を揃える為であると思われ

るため。 

同 上 

（「法人税等」の科目名に関するコメント） 

12）「法人税等

合計」という用

基本的には、同意する。ただし、以下についてご検討いただきたい。 

【意 見】 

左記コメントを受け、当委員会がこれま

でに公表した会計基準等において、法人税
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語を「税金費用

合計」などに改

正すべきであ

る。 

本公開草案において、例えば、税効果適用指針案[設例 2]における損益計算書の表示例

など、「法人税、住民税及び事業税」という用語を「法人税等」に改正している箇所につ

いて、「法人税等合計」という用語を「税金費用合計」など、「法人税等」を用いない用語

に改正する必要があると考える。 

（理 由） 

本公開草案において、例えば、税効果適用指針案[設例 2]における損益計算書の表示例

のように、複数の箇所で、以下のように、「法人税、住民税及び事業税」を「法人税等」

に改正することが提案されている。 

●現行の税効果適用指針等      ●税効果適用指針案[設例 2] 

税引前当期純利益     XX     税引前当期純利益     XX  

法人税、住民税及び事業税 XX     法人税等         XX  

法人税等調整額           法人税等調整額          

法人税等合計       XX     法人税等合計       XX  

当期純利益        XX     当期純利益        XX  

この提案により、損益計算書の末尾に、当期税金である「法人税等」と、法人税等調整

額を合わせた税金費用の合計である「法人税等合計」が表示されるが、この二つの「法人

税等」という用語は異なる意味で用いられるため、若干分かりにくいと思われる。したが

って、分かりやすさの観点から、「法人税、住民税及び事業税」という用語を「法人税等」

に改正している箇所については、例えば、「法人税等合計」という用語を「税金費用合計」

に改正することをご検討いただきたい。 

等及び法人税等調整額を合わせて税金費用

としている（企業会計基準第 17号「セグメ

ント情報等の開示に関する会計基準」第 21

項(8）等）ことに鑑み、税効果適用指針[設

例 2]等の「法人税等合計」を「税金費用」

に見直すこととした。 

なお、税金費用にはグローバル・ミニマ

ム課税制度に係る法人税等が含まれるもの

と考えられる。 

 以下にコメントする点を除き、同意する。 

 

同 上 
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3.「法人税等合計」の表現の見直し 

（コメント） 

税効果適用指針案［設例 2］等で示されている「法人税等合計」という表現について、

「税金費用合計」などの表現に見直すことをご検討いただきたい。 

 

（理由） 

法人税等会計基準案第 9項において、法人税等会計基準案第 5項、第 5-3項及び第 5-5

項に基づき損益に計上する課税対象利益を基礎とする税金の額は、損益計算書の税引前当

期純利益（又は損失）の次に、「法人税等」などの適切な科目をもって表示するものとさ

れていることに伴い、税効果適用指針案［設例 2］等の損益計算書の表示例についても、

「法人税、住民税及び事業税等」から「法人税等」に改正することが提案されている。 

ここで、当該損益計算書の表示例では、「法人税等」と「法人税等調整額」の合計額、

すなわちいわゆる税金費用の合計額について「法人税等合計」として表示することが提案

されている。この点、いわゆる当期税金の意味で用いられる「法人税等」と、税金費用合

計の意味で用いられる「法人税等合計」について、「法人税等」という用語が異なる意味

で用いられていることから、分かりづらい表現となっていると考えられる。 

したがって、「法人税等合計」について、例えば「税金費用合計」（企業会計基準第 17号

「セグメント情報等の開示に関する会計基準」第 21項（8）参照）とするなど、表現の見

直しをご検討いただきたい。 

13）「法人税等」

への科目名の

変更が強制さ

「法人税、住民税及び事業税」から「法人税等」への科目名の変更が強制されるものか、

推奨されるものか、あるいは任意なのか、その位置づけを明らかにすべきである。加えて

比較情報の取扱いについても明らかにすべきである。 

科目名に関しては、損益に計上する課税

対象利益を基礎とする税金の額は、損益計

算書の税引前当期純利益（又は損失）の次
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れるものか明

示すべきであ

る。 

に、「法人税等」などの適切な科目をもって

表示する（法人税等会計基準第 9 項）とし

ており、「法人税等」は例示であることから

科目名はこれに限定されないものの、通常

は「法人税等」をもって表示することが考

えられる。 

比較情報の取扱いに関して、法人税等会

計基準の適用初年度においては、企業会計

基準第 24号「会計方針の開示、会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（以下

「企業会計基準第 24号」という。）第 14項

の定めにかかわらず、適用初年度の比較情

報について、新たな表示方法に従い組替え

を行うことを要しないこととした（法人税

等会計基準第 20-9項）。 

（質問 5）住民税（均等割）、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）の表示に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

14）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

（事業税及び住民税の表示区分に関するコメント） 

15）事業税（付

加価値割）及び

以下の点を除き、同意する。 

事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）の表示区分として、どのような場合に営業

法人税等会計基準案において、住民税（均

等割）、事業税（付加価値割）及び事業税（資
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事業税（資本

割）を営業外費

用として表示

することが適

切であるか説

明が必要であ

る。 

外費用として計上することが適切であるか結論の背景に記載すべきと考える。 

 

事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）の表示として、原則として、販売費及び一

般管理費、一部売上原価も可能とされていたところ、今回の改正により、営業外費用とし

ての表示も追加され、住民税（均等割）も同じ表示方法が提案されている。適切な表示は

従来の方法に限るものではないと考えられる（法人税等会計基準案第 40-7 項）とのこと

だが、住民税（均等割）、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）の適切な表示区分

を検討するため、どのような場合に営業外費用として表示することが適切であるか、説明

が必要と考える。 

本割）を損益計算書の売上原価、販売費及

び一般管理費又は営業外費用のうち適切な

表示区分に表示する（法人税等会計基準案

第 18-2項）ことを提案したのは、これらの

税額を「法人税等」には含めず、その内容

に応じて適切な表示区分に表示することを

意図したものである。このことを明記する

ために法人税等会計基準案第 18-2 項を次

のとおり修正した（追加は下線、削除は取

消線で示している。）。 

18-2. 第 8-3項に基づき損益に計上する

当事業年度の住民税（均等割）、事業税

（付加価値割）及び事業税（資本割）

は、更正等による追徴税額及び還付税

額を含め、損益計算書の「法人税等」

に含めず、その内容に応じた売上原価、

販売費及び一般管理費又は営業外費用

のうち適切な表示区分に表示する。ま

た、住民税（均等割）、事業税（付加価

値割）及び事業税（資本割）の更正等

による追徴税額及び還付税額について

も、損益計算書の「法人税等」に含め
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ず、その内容に応じた適切な表示区分

に表示する。 

また、次のとおり結論の背景の記載を修

正した（追加は下線、削除は取消線で示し

ている。）。 

40-6. 2026XX 年改正前の本会計基準で

は、住民税（均等割）について、損益

計算書の税引前当期純利益（又は損失）

の次に、「法人税、住民税及び事業税」

等の適切な科目をもって表示する取扱

いとしていた。これに対し、住民税（均

等割）は地方公共団体内に事務所等を

有する法人に対して資本金等の額及び

従業者数に応じた均等額で課されるも

のであり、課税対象利益を基礎とする

税金に該当しないと考えられるため、

2026XX 年改正会計基準では、住民税

（均等割）は、「法人税等」に含めず、

その内容に応じた売上原価、販売費及

び一般管理費又は営業外費用のうち適

切な表示区分に表示することとした

（第 18-2項参照）。 
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40-7. また、2026XX年改正前の本会計基

準では、事業税（付加価値割）及び事

業税（資本割）については、「原則とし

て、損益計算書の販売費及び一般管理

費として表示」し、「合理的な配分方法

に基づきその一部を売上原価として表

示することができる。」としていたが、

適切な表示はこれに限るものではない

と考えられることから、2026XX年改正

会計基準では、損益計算書の販売費及

び一般管理費として表示することを原

則とすることなく、「法人税等」に含め

ず、その内容に応じたて、売上原価、

販売費及び一般管理費又は営業外費用

のうち適切な表示区分に表示すること

とした（第 18-2項参照）。 

なお、営業外費用に表示するにあたって

は、企業会計原則において「経常損益計算

の区分は、営業損益計算の結果を受けて、

利息及び割引料、有価証券売却損益その他

営業活動以外の原因から生ずる損益であつ

て特別損益に属しないものを記載し、経常
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利益を計算する。」（企業会計原則 第二損益

計算書原則 二 B）と定められていることか

ら、この定めを踏まえて表示区分を判断す

ることとなると考えられる。 

16）住民税（均

等割）を営業外

費用として表

示するケース

について補足

いただきたい。 

以下にコメントする点を除き、同意する。 

 

4.住民税（均等割）の表示区分 

（コメント） 

住民税（均等割）の表示区分について、損益計算書の営業外費用の表示区分に表示する

ケースについて、どのようなケースを想定しているのか、結論の背景において補足いただ

きたい。 

 

（理由） 

法人税等会計基準案第 18-2 項では、事業税（付加価値割）及び事業税（資本割）とと

もに、住民税（均等割）について、損益計算書の売上原価、販売費及び一般管理費又は営

業外費用のうち適切な表示区分に表示することとされている。 

ここで、住民税（均等割）は地方公共団体内に事務所等を有する法人に対して資本金等

の額及び従業者数に応じた均等額で課されるものとされており（法人税等会計基準案第

40-6項）、売上原価又は販売費及び一般管理費として処理することは考えられるが、営業

外費用として表示することは、通常想定されないとも考えられる。どのようなケースを想

定して、住民税（均等割）について営業外費用とする選択肢を取り入れたのか、結論の背

景で補足することは、企業が適切な表示区分を選択する際に有用であると考えられる。 

同 上 
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（「未払法人税等」または「未収還付法人税等」に係る表示に関するコメント） 

17）住民税（均

等割）等のうち

納付されてい

ない税額また

は還付税額の

うち受領され

ていない税額

について、貸借

対照表の「未払

法人税等」また

は「未収還付法

人税等」に含め

ることが適切

であるか検討

すべきである。 

【意見】 

損益計算書における住民税（均等割）等の表示に関する提案の方向性には同意する。た

だし、住民税（均等割）等のうち納付されていない税額または還付税額のうち受領されて

いない税額について、貸借対照表の「未払法人税等」または「未収還付法人税等」に含め

ることが適切であるかご検討いただきたい。また、仮に当該税額をこれらに含める場合に

は、これらの表示科目を見直すことをご検討いただきたい。 

 

【理由】 

法人税等会計基準案では、損益計算書における表示について、課税対象利益を基礎とす

る税金に該当しない住民税（均等割）等は、損益計算書の売上原価、販売費および一般管

理費または営業外費用のうち適切な表示区分に表示することとされている（法人税等会計

基準案第 18-2項）。また、キャッシュ・フロー計算書における表示について、住民税（均

等割）等は、「法人税等の支払額」に含めてはならないとされている（キャッシュ・フロ

ー実務指針案第 10項）。 

一方、貸借対照表における表示については、課税対象利益を基礎とする税金に該当しな

い住民税（均等割）等のうち納付されていない税額は、課税対象利益を基礎とする税金の

うち納付されていない税額の表示（法人税等会計基準案第 11 項）に準じて「未払法人税

等」などその内容を示す科目をもって表示することとされている（法人税等会計基準案第

18-3項）。また、「未収還付法人税等」などにおいても同様の定めがなされている（法人税

等会計基準案第 12項、第 18-3項）。 

これらの提案により、住民税（均等割）等について、損益計算書の「法人税等」および

法人税等会計基準案第 18-3項は、住民税

（均等割）、事業税（付加価値割）及び事業

税（資本割）のうち納付されていない税額

は未払法人税等又は長期未払法人税等に含

めて表示し、また、それらの還付税額のう

ち受領されていない税額は未収還付法人税

等に含めて表示することを意図しており、

従来の取扱いを変更しないことを提案した

ものであった。 

ここで、住民税（均等割）、事業税（付加

価値割）及び事業税（資本割）のうち納付

されていない税額又はそれらの還付税額の

うち受領されていない税額は、課税対象利

益を基礎とする税金から生じたものではな

いという点で課税対象利益を基礎とする税

金に係る未払法人税等又は未収還付法人税

等とは性質が異なると考えられる。 

このことを踏まえると、ある税金の表示

区分について、損益計算書において課税対

象利益を基礎とする税金であるかどうかに

より判断することとの整合性の観点から
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キャッシュ・フロー計算書の「法人税等の支払額」には含まれないが、その未払額または

未収額について貸借対照表の「未払法人税等」または「未収還付法人税等」に含まれるこ

とになる。 

従来から、貸借対照表における「未払法人税等」および「未収還付法人税等」に含める

税額の範囲は、損益計算書の「法人税、住民税及び事業税」やキャッシュ・フロー計算書

における法人税等の支払額と整合させているものではなく、法人税等会計基準案の提案は

現行の取扱いを変更しないものであると理解している。しかしながら、法人税等会計基準

案においては、原則的な定めを置き、損益計算書上、課税対象利益を基礎とする税金であ

るか否かにより法人税等として表示するかどうかを決定する方法をとっている。加えて、

「法人税等」は、税効果適用指針案において「法人税その他課税対象利益を基礎とする税

金」（税効果適用指針案第 4項(2)）と定義されており、法人税等会計基準案における課税

対象利益を基礎とする税金の表示科目である「法人税等」に含まれる税金の範囲は、税効

果会計における「法人税等」と一致している。このように「法人税等」の用語が示す範囲

が明確化される中、貸借対照表において「未払法人税等」や「未収還付法人税等」のよう

に「法人税等」の表現を使用した表示科目とすると、これらの貸借対照表科目に含まれる

税金の範囲が市場関係者に誤認される可能性が高まると考えられる。 

したがって、以下のいずれかの対応についてご検討いただきたい。 

(1)課税対象利益を基礎としない税額について貸借対照表上も「未払法人税等」および

「未収還付法人税等」に含めないこととする。 

(2)未払額または未収額の貸借対照表上の表示科目について、課税対象利益を基礎とす

る税金と課税対象利益を基礎としない税金の両方を対象とする場合には、「未払法人税等」

および「未収還付法人税等」とは別の表示科目とする。 

は、貸借対照表上、住民税（均等割）、事業

税（付加価値割）及び事業税（資本割）のう

ち納付されていない税額又はそれらの還付

税額のうち受領されていない税額は、未払

法人税等又は未収還付法人税等以外のその

内容に応じた適切な科目に表示することが

考えられる。 

ただし、住民税（均等割）、事業税（付加

価値割）及び事業税（資本割）のうち納付

されていない税額又は還付税額のうち受領

されていない税額の重要性が乏しい場合

に、これらを未払法人税等又は未収還付法

人税等に含めて表示することは妨げられな

いと考えられる。 

以上の分析から、法人税等会計基準案第

18-3項を次のとおり修正した（追加は下線、

削除は取消線で示している。）。 

18-3. 住民税（均等割）、事業税（付加価

値割）及び事業税（資本割）のうち納

付されていない税額は、更正等による

追徴税額のうち納付されていない税額

を含め、「未払法人税等」以外のその内
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容に応じた適切な科目をもって第 11

項及び第 17 項に準じて表示する。ま

た、既に納付済みの税額を下回ること

により還付されるとき、還付税額のう

ち受領されていない税額は、更正等に

よる還付税額のうち受領されていない

税額を含め、「未収還付法人税等」以外

のその内容に応じた適切な科目をもっ

て第 12項及び第 18 項に準じて表示す

る。 

ただし、これらの税金の納付されて

いない税額又は還付税額のうち受領さ

れていない税額の重要性が乏しい場

合、「未払法人税等」又は「未収還付法

人税等」にそれぞれ含めて表示するこ

とができる。 
 

18）「準じて表

示する」と規定

されているが、

法人税等会計

基準案第 11 項

及び第 12 項に

法人税等会計基準案 18-3項において、「準じて表示する」と規定されているが、同第 11

項で規定されている「未払法人税等」又は同第 12 項で規定されている「未収還付法人税

等」に含めて表示すべきということなのか、それともこれらとは別に表示すべきというこ

となのかを明らかにすべきである。加えて、比較情報の取扱いについても明らかにすべき

である。 

法人税等会計基準案第 18-3 項の修正に

関しては 17)に記載している。 

比較情報の取扱いに関して、法人税等会

計基準の適用初年度においては、企業会計

基準第 24 号第 14 項の定めにかかわらず、

適用初年度の比較情報について、新たな表
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準じるという

ことか明らか

にするべきで

ある。 

示方法に従い組替えを行うことを要しない

こととした（法人税等会計基準第 20-9項）。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

19）一部同意し

ない。 

一部同意しない。「売上原価」への表示は除外するべきである。 改正前法人税等会計基準においても、事

業税（付加価値割）及び事業税（資本割）

は、合理的な配分方法に基づきその一部を

売上原価として表示することができるとさ

れており、売上原価として表示することが

適切な場合があると考えられる。今般の改

正においても売上原価としての表示は除外

せず、損益計算書の「法人税等」に含めず、

その内容に応じた適切な表示区分に表示す

ることとした。 

（質問 6）受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等の表示並びに親会社及び国内子会社が外国の法令に従い納付する税金で課税対象利益を

基礎とする税金に該当しないものの表示に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

20）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

21）「親会社及

び国内子会社

が外国の法令

基本的には、同意する。ただし、以下についてご検討いただきたい。 

【意 見】 

課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものとして「親会社及び国内子会社が外国

改正前法人税等会計基準では、親会社及

び国内子会社が外国の法令に従い納付する

税金のうち外国法人税の表示について適用
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に従い納付す

る税金で課税

対象利益を基

礎とする税金

に該当しない

もの」の「親会

社及び国内子

会社」を「国内

会社」とするべ

きである。 

の法令に従い納付する税金で課税対象利益を基礎とする税金に該当しないもの」が掲げら

れているが、この「親会社及び国内子会社」を「国内会社」とすることが適切と考える。 

（理 由） 

法人税等会計基準案第 2-2 項（4）では、課税対象利益を基礎とする税金に該当しない

ものとして「親会社及び国内子会社が外国の法令に従い納付する税金で課税対象利益を基

礎とする税金に該当しないもの」が掲げられている。 

しかしながら、対象となる会社を「親会社及び国内子会社」とすると、子会社のいない

（親会社に該当しない）会社で在外支店があるケースが含まれないことになるため、親会

社に該当しない（子会社が存在しない）会社が、在外支店において外国の法令に従い納付

する税金で課税対象利益を基礎とする税金に該当しないものが生じる場合が考えられる

ことから、「国内会社」とすることの要否についてご検討いただきたい。 

範囲に含めていた。この点、子会社を有し

ない企業で在外支店があるケースでも、外

国法人税の表示については改正前法人税等

会計基準の定めに準じて行っていたと考え

られる。今般改正する法人税等会計基準に

おいても、「親会社及び国内子会社」を「国

内会社」と置き換えなくともこれまでの実

務と同様の取扱いとなると考えられる。 

22)受取利息及

び受取配当金

等に課される

源泉所得税等

の表示区分に

ついて補足す

べきである。 

5.受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等の表示区分 

（コメント） 

受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等のうち税額控除の対象となるもの

の税額控除を選択しない場合及び税額控除の対象とならない税額について、売上原価又は

販売費及び一般管理費の表示区分に表示することを選択肢として追加した趣旨や、当該表

示区分に表示する想定されるケースを、結論の背景において補足いただきたい。 

 

（理由） 

改正前法人税等会計基準第 13 項では、受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得

税のうち法人税法等に基づき税額控除の適用を受けない税額は、損益計算書の営業外費用

として表示するとされている。 

法人税等会計基準案において、受取利息

及び受取配当金等に課される源泉所得税等

並びに親会社及び国内子会社が外国の法令

に従い納付する税金で課税対象利益を基礎

とする税金に該当しないものに関して、税

額控除の対象となる税額について税額控除

を選択しない場合に損益計算書の売上原

価、販売費及び一般管理費又は営業外費用

のうち適切な表示区分に表示すること及び

税額控除の対象とならない税額について、

損益計算書の売上原価、販売費及び一般管
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一方、法人税等会計基準案では、受取利息及び受取配当金等に課される源泉所得税等の

うち税額控除の対象となるものの税額控除を選択しない場合及び税額控除の対象となら

ない税額について、営業外費用のみならず、その内容に応じて売上原価又は販売費及び一

般管理費の表示区分に表示することが選択肢として追加されている。 

この点、当該税額について、売上原価又は販売費及び一般管理費として表示することを

選択肢として追加した背景が、結論の背景において示されていない。例えば、持株会社な

ど、受取利息及び受取配当金を営業収益等として表示している場合には、当該税額を売上

原価又は販売費及び一般管理費として表示することが考えられるが（第 550 回企業会計

基準委員会審議事項（4）-3第 16項参照）、どのような趣旨及びケースを想定して、この

選択肢を追加したかを結論の背景で明らかにすることは、企業が適切な表示区分を選択す

る際に有用であると考えられる。 

したがって、当該税額について、売上原価又は販売費及び一般管理費の表示区分に表示

することを選択肢として追加した趣旨や、当該表示区分に表示する想定されるケースを、

結論の背景において補足いただきたい。 

理費又は営業外費用のうち適切な表示区分

に表示することを提案していたのは、これ

らの税額を「法人税等」には含めず、その

内容に応じて適切な表示区分に表示するこ

とを意図したものである。 

15）に記載のとおり住民税（均等割）、事

業税（付加価値割）及び事業税（資本割）の

表示に関する定めを見直したことを受け、

これと平仄を合わせる形で受取利息及び受

取配当金等に課される源泉所得税等並びに

親会社及び国内子会社が外国の法令に従い

納付する税金で課税対象利益を基礎とする

税金に該当しないものの表示区分に関する

定め及び結論の背景の記載を修正した（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

18-4. 第 8-4項に基づき損益に計上する

受取利息及び受取配当金等に課される

源泉所得税等の額のうち税額控除の対

象となる税額については、次のとおり

取り扱う。 

(1) 税額控除を選択する場合、損益計

算書の「法人税等」に含めて表示す
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る。 

(2) 税額控除を選択しない場合、損益

計算書の売上原価、販売費及び一般

管理費又は営業外費用のうち「法人

税等」に含めず、その内容に応じた

適切な表示区分に表示する。 

18-5. 第 8-4項に基づき損益に計上する

受取利息及び受取配当金等に課される

源泉所得税等の額のうち税額控除の対

象とならない税額については、損益計

算書の売上原価、販売費及び一般管理

費又は営業外費用のうち「法人税等」

に含めず、その内容に応じた適切な表

示区分に表示する。 

18-7. 第 8-5項に基づき損益に計上する

親会社及び国内子会社が外国の法令に

従い納付する税金で課税対象利益を基

礎とする税金に該当しないものの額の

うち、税額控除の対象となる税額につ

いては、次のとおり取り扱う。 

(1) 税額控除を選択する場合、損益計

算書の「法人税等」に含めて表示す
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る。 

(2) 税額控除を選択しない場合、損益

計算書の売上原価、販売費及び一般

管理費又は営業外費用のうち「法人

税等」に含めず、その内容に応じた

適切な表示区分に表示する。 

18-8. 第 8-5項に基づき損益に計上する

親会社及び国内子会社が外国の法令に

従い納付する税金で課税対象利益を基

礎とする税金に該当しないものの額の

うち、税額控除の対象とならない税額

については、損益計算書の売上原価、

販売費及び一般管理費又は営業外費用

のうち「法人税等」に含めず、その内

容に応じた適切な表示区分に表示す

る。 

40-11.一方、受取利息及び受取配当金等

に課される源泉所得税等の額のうち税

額控除の対象となる税額について、税

額控除を選択しない場合には、当該源

泉所得税等は、受取利息及び受取配当

金等を獲得するための費用とみること
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ができると考えられるため、その内容

に応じて、損益計算書の売上原価、販

売費及び一般管理費又は営業外費用の

うち「法人税等」に含めず、その内容

に応じた適切な表示区分に表示するこ

とが考えられる（第 18-4項(2)参照）。 

40-12.また、受取利息及び受取配当金等

に課される源泉所得税等の額のうち税

額控除の対象とならない税額について

も、当該源泉所得税等は、受取利息及

び受取配当金等を獲得するための費用

とみることができると考えられるた

め、その内容に応じて、損益計算書の

売上原価、販売費及び一般管理費又は

営業外費用のうち「法人税等」に含め

ず、その内容に応じた適切な表示区分

に表示することが考えられる（第 18-5

項参照）。 

40-15.この点、損益に計上する課税対象

利益を基礎とする税金を損益計算書の

税引前当期純利益（又は損失）の次に、

「法人税等」などの適切な科目をもっ
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て表示すること（第 9 項参照）を原則

とする考えを貫くと、課税対象利益を

基礎とする税金に該当しない収入金額

その他これに準ずるものに対して課さ

れる税金の額については、損益計算書

の税引前当期純利益（又は損失）の次

に表示するのではなく、売上原価、販

売費及び一般管理費又は営業外費用の

うち「法人税等」に含めず、その内容

に応じた適切な表示区分に表示するこ

とが考えられる。 

40-17.一方、親会社及び国内子会社が外

国の法令に従い納付する税金で課税対

象利益を基礎とする税金に該当しない

ものの額のうち、税額控除の対象とな

る税額について、税額控除を選択しな

い場合には、その内容に応じて、損益

計算書の売上原価、販売費及び一般管

理費又は営業外費用のうち「法人税等」

に含めず、その内容に応じた適切な表

示区分に表示することが考えられる

（第 18-7項(2)参照）。 
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40-18.また、親会社及び国内子会社が外

国の法令に従い納付する税金で課税対

象利益を基礎とする税金に該当しない

ものの額のうち、控除対象外国法人税

の額に含まれない額、すなわち、税額

控除の対象とならない税額について

は、税金の種類は多様であると考えら

れるため、その内容に応じて、損益計

算書の売上原価、販売費及び一般管理

費又は営業外費用のうち「法人税等」

に含めず、その内容に応じた適切な表

示区分に表示することが考えられる

（第 18-8項参照）。 

なお、企業会計原則において、「営業損益

計算の区分は、当該企業の営業活動から生

ずる費用及び収益を記載して、営業利益を

計算する。」（企業会計原則 第二損益計算書

原則 二 A）と定められており、売上原価の

表示方法については、「売上原価は、売上高

に対応する商品等の仕入原価又は製造原価

であつて、商業の場合には、期首商品たな

卸高に当期商品仕入高を加え、これから期
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末商品たな卸高を控除する形式で表示し、

製造工業の場合には、期首製品たな卸高に

当期製品製造原価を加え、これから期末製

品たな卸高を控除する形式で表示する。」

（企業会計原則 第二損益計算書原則 二 

C）と定められている。また、販売費及び一

般管理費について、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年

大蔵省令第 59号）（以下「財務諸表等規則」

という。）では、「会社の販売及び一般管理

業務に関して発生したすべての費用は、販

売費及び一般管理費に属するものとす

る。」（財務諸表等規則第 84条）と規定され

ている。表示区分については、これらを踏

まえて各企業で判断することとなると考え

られる。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

23）提案内容に

同意しない。 

以下の理由により、同意しない。 

受取配当金および受取利息等に係る源泉所得税については、所有期間要件等により税額

控除の対象とならない場合や、租税条約上の限度税率を超過する部分が控除対象外となる

場合であっても、いずれも投資先の利益を基礎として課税される点でその経済的性質は同

一である。IFRS会計基準（IAS 第 12 号法人所得税）においては、税額控除方式か損金算

改正前法人税等会計基準では、受取利息

及び受取配当金等に課される源泉所得税の

うち法人税法等に基づき税額控除の適用を

受けない税額は、損益計算書の営業外費用

として表示すると定めており、外国法人税
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入方式かにかかわらず「法人税等」として表示されることを踏まえると、本公開草案の取

扱いは、IFRS 会計基準と日本基準との間で表示上の差異を生じさせ、国内外企業間の財

務諸表の比較可能性を損なう可能性がある。加えて、IFRS 会計基準を連結財務諸表に適

用する会社においては、連結（IFRS会計基準）と単体（日本基準）で表示区分が異なるこ

ととなり、財務諸表の理解可能性に問題が生じ得る。 

さらに、税額控除の適用有無は、通常、税負担軽減効果を踏まえ、年度末決算確定後か

ら法人税確定申告までの間に最終的に選択されることから、公表済み財務諸表の表示と法

人税確定申告における税額控除の内容に不整合が生じる可能性がある。金額的重要性によ

っては、当該不整合が誤謬と判断され、訂正報告が必要となるおそれがあり、決算・監査

実務に過度な負担を生じさせるとともに、財務諸表の理解可能性および情報の有用性を損

なう問題が生じ得る。 

以上を踏まえると、外国子会社配当益金不算入制度の適用を受ける配当に係る外国源泉

所得税のみならず、国内受取配当金に係る源泉所得税や、同制度の適用を受けずに益金算

入される海外配当金に係る外国源泉所得税についても、その経済的性質に応じて一貫した

整理を行い、「法人税等」としての処理を許容することが、国際的な整合性および実務上

の安定性の観点から望ましいと考える。 

のうち法人税法等に基づき税額控除の適用

を受けない税額は、その内容に応じて適切

な科目に表示すると定めていた。また、受

取利息及び受取配当金等に課される源泉所

得税並びに外国法人税について、税額控除

の適用を受ける場合、当事業年度の所得等

に対する法人税、住民税及び事業税等の額

に含まれ、「法人税、住民税及び事業税」等

の適切な科目に含めて表示することが明ら

かであるとしていた。 

今般の改正においては、受取利息及び受

取配当金等に課される源泉所得税等の額並

びに親会社及び国内子会社が外国の法令に

従い納付する税金で課税対象利益を基礎と

する税金に該当しないものについて、税額

控除の対象となるかどうか、及び税額控除

の対象となる額について税額控除を選択す

るかどうかに応じて表示区分を判断するこ

ととした（法人税等会計基準第 18-4項、第

18-5 項、第 18-7 項及び第 18-8 項）。この

変更は、改正前法人税等会計基準の定めを

踏まえて表示区分の判断の明確化を図るも
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のである。 

なお、本件税額控除の取扱いに限らず、

財務諸表における未払税金の額と納税申告

書上の納付税額との間に重要な差異がある

場合には、当該差異金額の重要性に応じた

対応がなされることとなると考えられる。 

24）一部同意し

ない。 

一部同意しない。「売上原価」への表示は除外するべきである。 左記コメントへの対応については 22)で

記載している。 

（質問 7）税効果会計の対象となる税金及び法定実効税率の定義の見直し等に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

25）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

26）「法定実効

税率」の定義式

は削除すべき

ではない。 

一部同意しない。特に、「法定実効税率」の定義式の削除には強く反対する。 
●上表1のように「課税主体」と「徴収者」が異なる場合がある。税効果適用指針案第 4項

(12)及び(13)においても、明確化するべきである。経理部の実務上は「課税主体毎」の

分類よりも、「徴収者(納税先)」毎に分類することが多いので、ここは注意を要する。 

 

●税効果適用指針案第 47 項において、「地方税」とあるが、「地方贈与税」(例:地方法人

税)について、明確化するべきである。 

 

法定実効税率の算式については、補足文

書で示すことで、税制改正によって個別の

税金の創設又は廃止が行われたときであっ

ても、企業会計基準等の改正を行うことな

く、補足文書の変更により機動的に対応す

ることとした。 

次に、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に用いる税率を検討するにあたって

 
1 表については、1)のコメントの概要を参照のこと。 
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●具体的な「法定実効税率」の定義式を削除し、「課税対象利益に対する税負担率」を規

定することには強く反対する。寧ろ、「補足文書」ではなく、本文に組み込むべきであ

る。 

⇒システム導入の現場では、会計士が常に立ち会う訳ではなく、簿記会計の有資格者が

SE となるケースが大半である(実は、無資格者のことも少なくない)。そのような実

情を踏まえて基準は策定されるべきである。 

は、「徴収者(納税先)」ごとに分類する必

要性は高くないと考えられるため、特段の

対応を行わないこととした。 

また、地方譲与税は、一旦国税として徴

収した租税を国が地方公共団体に対して譲

与するものであり、会計基準等において地

方譲与税に関して明確化する必要性はない

と考えられるため、特段の対応を行わない

こととした。 

（質問 8）実務対応報告第 42号案における記述の見直し等に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

27）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

（質問 9）キャッシュ・フロー計算書における住民税（均等割）の取扱いの見直しに関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

28）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

全面的に同意する。 
特に、「キャッシュ・フロー計算書においても、住民税（均等割）は｢営業活動によるキ

ャッシュ・フロー｣に含まれるキャッシュ・フローではあるが、事業税（付加価値割）及

び事業税（資本割）と同様に「法人税等の支払額」に含めてはならない」と明記したこと

は評価できる。 

同 上 
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（質問 10）適用時期及び経過措置に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

29）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

（適用時期に関するコメント） 

30）新リース会

計基準の強制

適用と同時の

適用は避ける

べきである。 

これまでの ASBJの業務の実情を考えると、令和 7年度内に法人税等会計基準の最終版

が公表されるとは考えにくいので、法人税等会計基準の最終形の公表は 2026 年 4 月以降

になると考えられる。 

従って、法人税等会計基準の強制適用は「2028 年 4 月 1 日以降に開始する連結会計年

度及び事業年度の期首から」になると考えられる。それならば、2年弱の準備期間がある

ので大丈夫と思われる。 

しかし、強制適用が「2027 年 4 月 1 日以降に開始する連結会計年度及び事業年度の期

首から」となるとシステム改修期間、及び、経理部門への周知徹底を考えると困難である

と考えられる。また、経理の現場に負担の重い新リース会計基準の強制滝用は「2027 年 4

月 1日以降に開始する連結会計年度及び事業年度の期首から」であり、避けるべきである

と考えられる。 

適用時期については、次のとおりとした。 

(1) 法人税等会計基準は、2028 年 4 月 1

日以後開始する連結会計年度及び事

業年度の期首から適用する。 

(2) ただし、法人税等会計基準は、法人

税等会計基準を公表した日以後開始

する連結会計年度及び事業年度の期

首から適用することができる。 

（経過措置に関するコメント） 

31）適用初年度

における表示

及び注記の具

体的な記載を

検討いただき

基本的には、同意する。ただし、以下の点についてご検討いただきたい。 

【意 見】 

本公開草案の適用に伴い、住民税（均等割）を「法人税等」から「売上原価、販売費及

び一般管理費又は営業外費用」に表示する場合、適用初年度においてどのよう表示し、注

記するのかについて、法人税等会計基準案において、より具体的に記載することをご検討

左記コメントを受け、経過措置について

再度検討を行った。 

企業会計基準適用指針第 24号では、会計

方針の変更と表示方法の変更との区分は、

表示方法の変更が、会計処理の変更に伴う
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たい。 ただきたい。 

 

（理 由） 

本公開草案の適用に伴い、多くの会社において、住民税（均等割）を「法人税等」から

「売上原価、販売費及び一般管理費又は営業外費用」に変更することが考えられる。この

場合、適用初年度の経過的な取扱いとして、法人税等会計基準案第 20-8 項で「新たな表

示方法に従い組替えを行うことを要しない」と定められているが、具体的にどのように表

示し注記することになるのかが明確ではないと考える。 

●住民税（均等割）を「売上原価」に表示する場合で、棚卸資産の測定に変更を伴うと

きは、企業会計基準第 24号第 4 項(5)及び第 5項(1)に定める「会計基準等の改正に

伴う会計方針の変更」に該当する。法人税等会計基準案第 20-8 項は、表示方法の変

更における経過的な取扱いであり、会計方針の変更における経過的な取扱いは定めら

れていないように見受けられる。したがって、この場合、適用初年度においては、新

たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用し、「会計基準等の改正に伴う会計方

針の変更」として、企業会計基準第 24号第 10項に従って注記することが考えられる

が、この理解でよいか確認させていただきたい。 

●住民税（均等割）を「売上原価、販売費及び一般管理費又は営業外費用」に表示する

場合で、資産及び負債並びに損益の認識又は測定について何ら変更を伴うものではな

いときは、企業会計基準第 24 号第 4 項(6)に定める表示方法の変更に該当すると考

えられる（企業会計基準適用指針第 24 号「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（以下「企業会計基準適用指針第 24 号」とい

う。）第 19 項）。この場合、適用初年度において、本来、表示方法の変更として、企

ものであったかどうかにより判断すること

としている（企業会計基準適用指針第 24号

第 19 項）。この点、今般の改正による住民

税（均等割）の取扱いの変更は、会計処理

の変更を伴う可能性があるものと考えられ

る。 

また、企業会計基準第 24号において、改

正された会計基準等の適用について、会計

方針の変更に該当するかどうかについては

判断が明らかでない場合については、個々

の会計基準等の改正の際に、取扱いが示さ

れることになるものと考えられるとしてい

る（企業会計基準第24号第 45項なお書き）。 

これらを踏まえると、法人税等会計基準

の適用による住民税（均等割）の取扱いの

変更は、会計方針の変更として取り扱うこ

とが適当と考えられる。 

さらに、法人税等会計基準案では、住民

税（均等割）の表示方法に係るもの以外に

ついて、特段の経過措置を設けることは提

案しなかったが、住民税（均等割）の取扱

いの変更を会計方針の変更として取り扱う
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業会計基準第 24 号第 16 項に従って、財務諸表の組替えの内容やその理由を注記す

る必要があるが、法人税等会計基準案第 20-6 項により新たな表示方法に従い組替え

を行わない場合、その旨を「表示方法の変更」の注記として記載することが考えられ

るが、この理解でよいか確認させていただきたい。 

こととする場合、経過措置を住民税（均等

割）の表示方法に限定していたことについ

て再検討を行うことが考えられる。この点、

経過措置の適用に関する不明確さや必要性

に関するコメントが寄せられたことに鑑み

ると、法人税等会計基準の適用による住民

税（均等割）以外の取扱いの変更について

も会計方針の変更として取り扱うことと

し、住民税（均等割）に限定せずに経過措

置を設けることが考えられる。 

ここで、住民税（均等割）に係る影響を

含め法人税等会計基準の適用による影響

は、企業会計基準第 24 号第 35 項の重要性

に照らした検討を行えば、多くの場合に重

要性に乏しいとの結論に至るものと想定さ

れる。このことを踏まえ、重要性にかかわ

らず、新たな会計方針を過去の期間のすべ

てに遡及適用することは要しないこととし

て、適用初年度の期首より前に新たな会計

方針を遡及適用した場合の適用初年度の累

積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余

金に加減し、当該期首から新たな会計方針
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を適用することができると考えられる。 

また、企業会計基準第 24 号第 14 項にか

かわらず、表示する過去の財務諸表につい

て、新たな表示方法に従い財務諸表の組替

えを行うことは要しないとすることが考え

られる。 

以上の考え方を基に、法人税等会計基準

案の経過措置に関する定めを次のとおり修

正した（追加は下線、削除は取消線で示し

ている。）。 

20-8. 2026年改正会計基準の適用初年度

において、2026年改正会計基準を適用

することによりこれまでの会計処理と

異なることとなる場合、会計基準等の

改正に伴う会計方針の変更として取り

扱い、原則として、新たな会計方針を

過去の期間のすべてに遡及適用する。 

ただし、適用初年度の期首より前に

新たな会計方針を遡及適用した場合の

適用初年度の累積的影響額を適用初年

度の期首の利益剰余金に加減し、当該

期首から新たな会計方針を適用するこ
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とができる。 

20-98. 2026XX 年改正会計基準の適用初

年度においては、企業会計基準第 24号

第 14項の定めにかかわらず、適用初年

度の比較情報について、住民税（均等

割）に関して新たな表示方法に従い組

替えを行うことを要しない。 

また、関連する結論の背景の記載を次の

とおり修正することとした（追加は下線、

削除は取消線で示している。）。 

48. 2026年公開草案の審議の過程では、

住民税（均等割）の表示区分が変更と

なることに関して、実務上の負担に鑑

み、経過措置を設けることが望まれる

との意見が聞かれた。このため、2026

年公開草案では、改正後の本会計基準

の適用初年度の比較情報について、住

民税（均等割）に関して新たな表示方

法に従い組替えを行うことを要しない

ことを提案し、他方、住民税（均等割）

の表示方法に係るもの以外について

は、特段の経過措置を設けることは提
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案しなかった。 

2026 年公開草案に寄せられたコメ

ントの中には、経過措置を適用できる

局面や注記として記載する事項の明確

化を求める意見があった。これらの意

見を受けて経過措置について検討を行

った結果、住民税（均等割）の取扱い

の変更を含め、2026年改正会計基準の

適用による会計方針の変更として取り

扱うこととし、経過措置を設けること

とした。 

ここで、2026XX年改正会計基準の適

用により、例えば住民税（均等割）に

ついては、2026XX年改正前の本会計基

準の取扱いとは異なり、「法人税等」

に含めず、その内容に応じた売上原価、

販売費及び一般管理費又は営業外費用

のうち適切な表示区分に表示すること

となるほか、製造原価等に影響を与え

る場合は、棚卸資産及び売上原価等の

金額に影響があることも考えられる。

期間比較の観点からは、これまでの取
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扱い表示方法から変更となるため、新

たな会計方針を過去の期間のすべてに

遡及適用する企業会計基準第 24 号第

14項に従って、表示する過去の財務諸

表について新たな表示方法に従い財務

諸表の組替えを行うことが望ましいと

考えられる。ただし、住民税（均等割）

に係る影響を含め 2026 年改正会計基

準の適用による影響については、企業

会計基準第 24 号第 35項の重要性に照

らした検討を行えば、多くの場合に新

たな会計方針を過去の期間のすべてに

遡及適用すること適用初年度の比較情

報の組替えを行わないとの結論に至る

ものと想定される。これらを踏まえて

検討した結果とから、企業会計基準第

24 号第 14 項にかかわらず経過措置と

して、重要性にかかわらず新たな会計

方針を過去の期間のすべてに遡及適用

する適用初年度の比較情報について、

新たな表示方法に従い組替えを行うこ

とはを要しないと明記することとした
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て、適用初年度の期首より前に新たな

会計方針を遡及適用した場合の適用初

年度の累積的影響額を適用初年度の期

首の利益剰余金に加減し、当該期首か

ら新たな会計方針を適用できることと

した（本会計基準第 20-8項ただし書き

参照）。また、同様に検討した結果、

適用初年度の比較情報について、新た

な表示方法に従い組替えを行うことを

要しないこととした（本会計基準第

20-9項参照）。 

49. 20XX年改正会計基準の適用初年度に

おいて、会計処理及び住民税（均等割）

の表示以外の表示方法について、20XX

年改正会計基準の適用によりこれまで

の会計処理及び表示方法と異なること

となる場合、企業会計基準第 24号第 14

項に従って、財務諸表利用者の意思決

定への影響に照らした重要性（企業会

計基準第 24号第 35 項）を考慮の上で

新たな会計方針を過去の期間のすべて

に遡及適用し、表示する過去の財務諸
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表について、新たな表示方法に従い財

務諸表の組替えを行うこととなると考

えられる。 

なお、会計方針の変更に関する注記につ

いて法人税等会計基準において定めを設け

ていないが、会計基準等の改正に伴う会計

方針の変更として企業会計基準第 24 号第

10項に従って注記を行うこととなると考え

られる。 

32）住民税（均

等割）における

経過措置の適

用を明確化す

べきである。 

 

基本的には、同意する。ただし、以下の点についてご検討いただきたい。 

 

１．住民税（均等割）の経過措置の適用における制限の有無 

【意 見】 

法人税等会計基準案第 48 項における経過措置の背景の記載について、経過措置の適用

が住民税（均等割）に重要性がない場合に限定されないことをより明確にすべきと考え

る。 

（理 由） 

法人税等会計基準案第 20-8項において、「適用初年度の比較情報について、住民税（均

等割）に関して新たな表示方法に従い組替えを行うことを要しない。」という経過措置が

提案されている。 

また、この経過措置の定めの結論の背景として、同会計基準案第 48項では、「期間比較

の観点からは、これまでの表示方法から変更となるため、企業会計基準第 24号第 14項に

左記コメントへの対応については、31）

に含めて記載している。 
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従って、表示する過去の財務諸表について新たな表示方法に従い財務諸表の組替えを行う

ことが望ましいと考えられる。ただし、住民税（均等割）については、企業会計基準第 24

号第 35 項の重要性に照らした検討を行えば多くの場合に適用初年度の比較情報の組替え

を行わないとの結論に至るものと想定されることから、企業会計基準第 24 号第 14 項に

かかわらず経過措置として、適用初年度の比較情報について、新たな表示方法に従い組替

えを行うことを要しないと明記することとした。」と記載されている。 

上述した表現では、経過措置の適用が住民税（均等割）に重要性がない場合に限定され

る趣旨とも読めるため、重要性がない場合に限定されない趣旨であれば、当該事項をより

明確にすべきと考える。 

 

２．棚卸資産の測定に変更を伴う場合の適用初年度の処理 

【意 見】 

法人税等会計基準案の適用に伴い、住民税（均等割）を「法人税等」から「売上原価」

に表示し、棚卸資産の測定に変更を伴う場合、新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡

及適用するのか、将来に向かって適用するのかを明確にする必要があると考える。 

（理 由） 

法人税等会計基準案第 20-8 項は、適用初年度の比較情報について、新たな表示方法に

従い組替えを行うことを要しない旨が定められているものの、当該定めは表示方法の変更

における経過的な取扱いであり、会計方針の変更における経過的な取扱いは定められてい

ないと考えられる。 

このため、住民税（均等割）を「売上原価」に表示する場合で、棚卸資産の測定に変更

を伴うときは、企業会計基準第 24 号第４項(5)及び第５項(1)に定める「会計基準等の改
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正に伴う会計方針の変更」に該当し、適用初年度においては、新たな会計方針を過去の期

間のすべてに遡及適用することが考えられる。 

しかしながら、法人税等会計基準案第 20-8項は、「表示に留まらずに原価計算などに影

響する可能性がある点を指摘する意見」等を踏まえて、新たな表示方法に従い組替えを行

うことを要しないことが定められた経緯を勘案すると（第 564 回企業会計基準委員会審

議事項(5)-2 第４項）、会計方針の変更における経過的な取扱いとして、新たな会計方針

を将来に向かって適用する旨が定められていると解釈される可能性もある。このため、住

民税（均等割）を「売上原価」に表示する場合で、棚卸資産の測定に変更を伴うときの取

扱いを明確にする必要があると考える。 

33）経過措置の

適用が住民税

（均等割）に重

要性がない場

合に限定され

ないことを明

確化すべきで

ある。 

以下の点を除き、同意する。 

法人税等会計基準案第 48項（下線はコメント提出者が追加） 

「～ただし、住民税（均等割）については、企業会計基準第 24号第 35項の重要性に照

らした検討を行えば多くの場合に適用初年度の比較情報の組替えを行わないとの結論に

至るものと想定されることから、企業会計基準第 24 号第 14 項～」の下線部分を「～想

定される。これらを踏まえて検討した結果、企業会計基準～」へ変更してはどうか。 

 

法人税等会計基準案第 20-8項では、「～適用初年度の比較情報について、住民税（均等

割）に関して新たな表示方法に従い組替えを行うことを要しない。」と記載されているが、

法人税等会計基準案第 48 項の現状の記載と併せて読むと、経過措置の適用が住民税（均

等割）に重要性がない場合に限定される趣旨とも読めるため、重要性がない場合に限定さ

れないことを明確にすべきと考える。 

同 上 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 
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34）提案内容に

同意しない。 

同意しない。「適用初年度の比較情報について、住民税（均等割）に関して新たな表示

方法に従い組替えを行うことを要しないとすること」とする経過措置は不要である。ただ

し、これまでの経緯を踏まえ結論の背景において本件に関する十分な解説がなされるべき

である。 

住民税（均等割）が外形標準課税であるにもかかわらず、一般的に重要性が低いという

理由で貴委員会がこれまで「法人税、住民税及び事業税」として表示することとしてきた

ことを前提とすると、重要性が乏しいのであれば「組替えを行うことを要しない」などと

規定しなくとも当然に組替を行うことは不要であることから、わざわざ経過措置など設け

る必要がないと考えられるためである。それどころか、住民税（均等割）について、重要

性が乏しいのであれば今後も従来どおりの表示方法でも何ら問題がないと考えられるこ

とを付言しておく。 

法人税等会計基準案における提案は、審

議の過程において、住民税（均等割）の取

扱いに関する経過措置を個別に明記するこ

とを求める意見があったことを踏まえたも

のであった。31)に記載のとおり、経過措置

については、住民税（均等割）の表示方法

に限定しないこととした。 

（質問 11）その他 

（税効果適用指針案の「課税所得」と「課税対象利益」の整合性に関するコメント） 

35）「課税所得」

の用語が、本公

開草案におけ

る「課税対象利

益」と同じ意味

で用いられて

いることを補

足する必要が

ある。 

7.税効果適用指針案の「課税所得」と「課税対象利益」の整合性 

（コメント） 

税効果適用指針第 28 項等における「課税所得」の用語が、本公開草案における「課税

対象利益」と同じ意味で用いられていることを補足する必要がないかご検討いただきた

い。 

 

（理由） 

改正前法人税等会計基準第 5-4項ただし書きでは、同第 5-2項に従って、純資産の部の

株主資本の区分に計上する又は純資産の部の評価・換算差額等の区分に計上する課税対象

法人税等会計基準案では、課税対象利益

に該当するものの例として、法人税法にお

ける「所得の金額（又は欠損金額）」が挙げ

られるとしている（法人税等会計基準第28-

3項）。 

ここで、税効果適用指針において、「課

税所得」は、法人税等に係る法令の規定に

基づき算定した各事業年度の所得の金額の

計算上、当該事業年度の益金の額が損金の
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利益を基礎とする税金の額について、「課税所得」が生じていないことなどから法令に従

い算定した額がゼロとなる場合の取扱いを定めている。 

一方、法人税等会計基準案第 5-4項ただし書きでは、「課税所得」から「課税対象利益」

に改正することが提案されている。ここで、税効果適用指針第 28 項では、子会社に対す

る投資の一部売却後も親会社と子会社の支配関係が継続している場合における親会社の

持分変動による差額に対応する法人税等相当額についての売却時の取扱いを定めており、

資本剰余金から控除する法人税等相当額は、売却元の課税所得や税金の納付額にかかわら

ず、原則として、親会社の持分変動による差額に法定実効税率を乗じて計算するとされて

いる。 

この点、税効果適用指針第 28項等における「課税所得」は、法人税等会計基準案第 5-

4 項における「課税対象利益」と同じ意味で用いられていると考えられ、これらの用語が

同じ意味で用いられていることを補足する必要がないかご検討いただきたい。 

額を超える場合におけるその超える部分の

金額をいうとしており（税効果適用指針第

4項(6)）、また、「税務上の欠損金」は、

法人税等に係る法令の規定に基づき算定し

た各事業年度の所得の金額の計算上、当該

事業年度の損金の額が益金の額を超える場

合におけるその超える部分の金額をいうと

している（税効果適用指針第 4項(7)）。こ

れらを踏まえると、課税所得又は税務上の

欠損金は、課税対象利益に該当すると考え

られ、この点に関して税効果適用指針案か

らの修正は行わないこととした。 

（税効果会計に関する注記例の中の税率差異の調整項目の例示に関するコメント） 

36）税効果会計

に関する注記

例の中の税率

差異の調整項

目の例示につ

いて、本公開草

案の提案と整

合するように

見直しをご検

【意見】 

企業会計基準第 28 号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」における税効果会

計に関する注記例の中の税率差異の調整項目の例示について、法人税等会計基準案の提案

と整合するように見直しをご検討いただきたい。 

 

【理由】 

企業会計基準第 28 号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」では、税効果会計

に関する注記例として、「法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳」が示されてお

左記コメントのとおり、今般の改正の前

後で住民税（均等割）が法定実効税率と税

金費用の負担率との間の差異の原因となる

ことは変わらないものの、その影響は従前

と異なることとなる。このため、注記例の

調整項目から「住民税均等割」を削除する

こととした。 
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討いただきた

い。 

り、調整項目として「住民税均等割」が挙げられているが、本公開草案においては当該注

記例の改正は提案されていない。 

法人税等会計基準案では、住民税（均等割）について、損益計算書の売上原価、販売費

および一般管理費または営業外費用のうち適切な表示区分に表示するように変更するこ

とが提案されている（法人税等会計基準案第 18-2 項）。本提案による場合、住民税（均

等割）が税率に与える影響は「交際費等永久に損金に算入されない項目」と同様の効果と

なり、従前とは税率に与える影響が異なることになると考えられる。このため、本会計基

準案における住民税（均等割）の計上区分の見直しを契機に、差異項目の開示水準が整合

する注記例となるよう見直しをご検討いただきたい。 

（他の会計基準等の改正に関するコメント） 

37）会計基準

は、原則的な定

めを置いた上

で、原則的な定

めを我が国の

法制度に基づ

く具体例に対

して適用した

場合における

具体的な会計

上の取扱いを

規定したもの

【意見】 

我が国の会計基準等については、①まずは原則的な定めを置いたうえで、②かかる原則

的な定めを我が国の法制度に基づく具体例に対して適用した場合における具体的な会計

上の取扱いを規定したもの、とすることが適切であると私は考える。 

この観点より、 

①まずは法人税等会計基準案の適用範囲について「法人税その他の課税対象利益を基礎と

する税金」と規定したうえで（法人税等会計基準案第 2項） 

②「我が国の税法で規定されている税金のうち課税対象利益を基礎とする税金に該当する

もの」（補足文書（案）第 7項）を、補足文書（案）において明らかにする 

という、今般実施されている提案について強く同意する。 

その上で、今後、少なくとも中長期的には、他の会計基準等についても、「原則的な定

めが乏しいままに、我が国の法制度を前提とした具体的な定めを置いている部分」を同様

本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 

他の会計基準等の改正に関するコメント

への対応は、本プロジェクトの範囲を超え

ることとなると考えられる。このため、特

段の対応は行わないこととした。 
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とすることが

適切である。 

の趣旨で改正することの必要性について検討を実施して、その結果に応じて必要な改正を

実施すべきであると考える。 

 

【意見の理由】 

連結基準は、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、親会社及び子会社が

採用する会計方針は、原則として統一することを求めているから（企業会計基準第 22 号

「連結財務諸表に関する会計基準」第 17 項）、我が国の会計基準等に基づく連結財務諸

表の作成にあたっては、在外子会社においても我が国の会計基準等に基づく財務諸表を作

成することが原則である。 

 

上記のことに関連しては、実務対応報告第 18 号「連結財務諸表作成における在外子会

社等の会計処理に関する当面の取扱い」により、在外子会社の財務諸表が IFRS 会計基準

又は米国会計基準に従って作成されている場合には、当該 IFRS 会計基準又は米国会計基

準に従って作成された財務諸表に所定の修正を加えたものを連結決算手続上で利用する

ことが容認されているものの、これは、あくまで、当面の取扱として容認されたものに過

ぎず、原則的な取扱は前の段落に示した通りである。 

 

こうした中、在外子会社においては、基本的に、我が国の法制度ではなく所在する法域

の法制度が適用されるのであるから、原則としては在外子会社においても我が国の会計基

準等に基づく財務諸表を作成する必要があることを前提とすれば、我が国の会計基準等は

「原則的な定めが乏しいままに、我が国の法制度を前提とした具体的な定めを置くのみ」

のものであってはならず、原則的な定めを置くものとなっていなければならない（注）。 
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（注） 原則的な定めを置いたうえで、かかる原則的な定めを数多ある各法域の法制度に基づく具体

例に対して適用した場合における具体的な会計上の取扱いを規定したものとすることができ

るならば、それはより望ましいことであり得るが、しかし、困難であろう。 

 

一方で、我が国の会計基準等は、あくまで、原則的な定めを置いたうえでは、かかる原

則的な定めを我が国の法制度に基づく具体例に対して適用した場合における具体的な会

計上の取扱いも規定することが適当である。 

これは、原則的な定めを置くのみとした場合には、実務にばらつきが生じ、財務諸表の

比較可能性は相対的に低くなることが考えられる中、そうしたことは可能な限り防ぐのが

適当であることから、我が国の会計基準等である以上、せめて、「原則的な定め」を我が

国の法制度に基づく具体例に対して適用した場合における具体的な会計上の取扱いにつ

いては、財務諸表作成者等の判断にゆだねるのではなく、あらかじめ会計基準等の中に規

定して明らかにすることが適当であると考えられるためである（注）。 

（注） このことに関するひとつの具体例を、今般の法人税等会計基準案に関係するところであげれ

ば、我が国の法制度に基づく事業税付加価値割の「課税対象利益を基礎とする税金」への該当

該否がある。 

すなわち、事業税付加価値割の課税標準は「各事業年度の報酬給与額、純支払利子及び純支

払賃借料の合計額と各事業年度の単年度損益との合計額」とされており（地方税法第 72条の 12

第 1 号、同第 72 条の 14）、そこには①「単年度損益」という「課税対象利益」に該当する可能

性が高い部分と、②「報酬給与額、純支払利子及び純支払賃借料の合計額」という「課税対象

利益」に該当しない可能性が高い部分とが混在していることから、事業税付加価値割について

は、法人税等会計基準案第 28-4 項においても示唆されているとおり、「課税対象利益を基礎と
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する税金」への該当該否について、さまざまな考え方が存在し得る。 

こうした中、我が国の会計基準等である以上は、我が国の法制度に基づく事業税付加価値割

が「課税対象利益を基礎とする税金」に該当するか否かについては、財務諸表作成者等の判断

にゆだねるのではなく、あらかじめ明らかにして、関連する実務にばらつきが生じるのを防ぐ

ことが適当である。 

 

以上のことから、我が国の会計基準等については、①まずは原則的な定めを置いたうえ

で、②かかる原則的な定めを我が国の法制度に基づく具体例に対して適用した場合におけ

る具体的な会計上の取扱いを規定したもの、とすることが適切であると私は考える。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

こうした中、今般、法人税等会計基準案等においては、次のことが提案されている。 

①まずは法人税等会計基準案の適用範囲について「法人税その他の課税対象利益を基礎と

する税金」と規定したうえで（法人税等会計基準案第 2項） 

②「我が国の税法で規定されている税金のうち課税対象利益を基礎とする税金に該当する

もの」（補足文書（案）第 7項）を、補足文書（案）において明らかにする 

 

この提案については、まさに、①まずは原則的な定めを置いたうえで、②かかる原則的

な定めを我が国の法制度に基づく具体例に対して適用した場合における具体的な会計上

の取扱いを規定する、という提案に他ならないため、強く同意する。 

なお、「我が国の税法で規定されている税金のうち課税対象利益を基礎とする税金に該

当するもの」については、補足文書（案）ではなく法人税等会計基準案において規定する
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ことがより望ましいと考えるものの、あくまで関連する「原則的な定め」は（補足文書（案）

ではなく）法人税等会計基準案の中に規定されていることを前提とすれば、税制改正への

機動的な対応を可能にするという観点から補足文書（案）において規定する（補足文書

（案）第 5項）ということにも一定の合理性があると考える。 

（実務対応報告第 42号案に関するコメント） 

38）実務対応報

告第 42 号案第

28 項を修正す

べきである。 

実務対応報告第 42 号案第 28 項について、これを機に「次項の内容とあわせて注記す

る」という部分を「重要な会計方針として注記する」などと修正すべきである。 

実務対応報告第 42 号案第 28 項で定められている注記は、税効果会計に限らず当期税

金にもかかわる注記であることから、税効果会計に関する注記と合わせて注記する理論的

な根拠が乏しいためである。 

税制上の制度の選択は会計方針の選択に

はあたらないと考えられ、グループ通算制

度を適用する場合は実務対応報告第 42 号

を適用するものと考えられるため、左記コ

メントを受けての修正は行わないこととし

た。 

（質問の設定に関するコメント） 

39）コメント募

集の質問につ

いて 

質問 4と質問 5を分離したのは良かったと思われる。 本公開草案に関するコメント募集におけ

る質問の設定の仕方を支持するコメントで

ある。 

（質問 12）補足文書（案）に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

40）提案内容に

同意する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持するコ

メントである。 
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（その他のコメント） 

41）個別の税金

に関する一時

差異等の考え

方が明らかで

はないものに

ついて記載す

ることが有用

である。 

【意 見】 

補足文書（案）には、現在提案されている「我が国の税法で規定されている税金のうち

課税対象利益を基礎とする税金に該当するもの」や「法定実効税率の算式」等のほか、個

別の税金について一時差異等の考え方が明らかではないものについても記載することが

有用と考える。 

具体的には、本公開草案の適用により、オープンイノベーション促進税制について、課

税対象利益を基礎とする税金に含まれ、税効果会計の対象となる税金に該当することが明

らかにされるならば、オープンイノベーション促進税制における税効果会計の取扱いのう

ち一時差異等の考え方を明確にした上で、補足文書（案）等に、当該取扱いを記載するこ

とが有用と考える。 

（理 由） 

スタートアップ企業とのオープンイノベーションに向けて、令和 2 年度税制改正によ

りオープンイノベーション促進税制が創設され、複数回の税制改正によりその適用範囲が

広がり、令和 8年度税制改正においても、その見直しや期限の延長が見込まれている。 

これまで、税効果適用指針第 91項では、「税効果会計の対象となる税金について、「利

益に関連する金額を課税標準とする税金」とする」とされており、留保金課税について「利

益に関連する金額を課税標準とする税金」か否かを論点として税効果会計の対象となる税

金ではないと記載されていたように読めることから、オープンイノベーション促進税制に

ついても、株式の取得価額を基に税金が軽減されるため、「利益に関連する金額を課税標

準とする税金」に含まれず、税効果会計の対象となる税金ではないと整理している実務も

一定程度見られていたと考えられる。 

オープンイノベーション促進税制におけ

る税効果会計の取扱いを示すことは、本プ

ロジェクトの範囲を超えることとなると考

えられるため、特段の対応は行わないこと

とした。ただし、市場関係者により企業会

計基準諮問会議にオープンイノベーション

促進税制の会計上の取扱いの明確化が当委

員会の審議テーマとして提案され、企業会

計基準諮問会議から提言がなされた場合に

は、当該提言を尊重して対応を検討するこ

ととする。 
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また、税効果会計の対象とした場合でも、いわゆる積立金方式を前提とすれば、オープ

ンイノベーション促進税制を活用して投資した場合の「一時差異等」の考え方にも、「新

規出資型」と「M&A 型」の下記の税務の取扱いの相違から、実務にばらつきが生じている

ように見受けられる。 

「新規出資型」：取得する株式は増資特定株式に該当し、利益積立金額に影響させない

ため、「社外流出」欄で損金に算入 

「M&A型」  ：取得する株式は増資特定株式に該当せず、利益積立金額に影響させる

ため、「留保」欄で損金に算入 

この点、税務上、利益積立金額に影響するかどうかで、繰延税金負債の計上の要否をわ

ける考え方もあり得る一方で、企業会計基準適用指針第 26 号「繰延税金資産の回収可能

性に関する適用指針」第 67-3 項において、一時差異として取り扱うか否かが明確でない

ものは、一時差異が解消する時にその期の課税所得を減額する効果を有する可能性がある

ならば、一時差異（将来減算一時差異）に含めるという考え方が示されていることを踏ま

えると、一律、将来加算一時差異を認識し、繰延税金負債を計上する処理も考えられる。 

税効果適用指針案の適用により、オープンイノベーション促進税制について、税効果会

計の対象となる税金に該当することが明らかになったということであれば、それを前提に

税効果会計における考え方（一時差異等の取扱い）を整理することが、この税制を活用し

た投資を促進することにつながるとともに、財務諸表間の比較可能性が損なわれるリスク

を軽減することになると考える。 

また、補足文書（案）は、法人税等会計基準案、税効果適用指針案等を適用するに当た

り、実務に資するための情報を提供することを目的としていることから、課税対象利益を

基礎とする税金に該当するものや法定実効税率のほか、個別の税金に関する一時差異等の
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考え方が明らかではないものについて記載することが有用と考える。このため、オープン

イノベーション促進税制における税効果会計の取扱いのうち一時差異等の考え方を整理

し、この取扱いを補足文書（案）等に記載することをご検討いただきたい。 
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